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                                       要約 

 日本の不登校の問題を考えるうえで，常に世界の研究に目を向け続けることは必要である。

筆者は 1980 年から 1990 年までの研究の概観を行い，その継続研究として 1991 年から 2002 年

まで，および 2011 年は ERIC および PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の，2003 年から 2010 年

までは PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の不登校との関連が考えられるキーワード school 

attendance，school dropouts，school phobia ，school refusal を持つ文献を分類してきている。そ

の継続研究として 2012 年の文献 52 件について取り上げ分類し検討を加えた。 
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  Ⅰ はじめに 

 筆者(1992a)は，諸外国と日本における不登校の初期研究を踏まえた上で，ERIC および

PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の school attendance, school dropouts, school phobia, school 

refusal をキーワードとする 1980 年から 1990 年の 400 件あまりの文献を中心に各国別，年代順

別に分類し，不登校研究の概観を行った。不登校の問題を考える上で，日本国内ばかりではな

く世界の研究に常に目を向け続け，1 年毎の形式で蓄積していくことは意味があると考え，1991

年からそれぞれの年の文献について継続研究を行ってきた

(1992b,1993,1994,1995,1996,1997,1998,1999, 

2000,2001,2002,2003,2004,2005,2006,2007,2008,2009,2010,2011,2012)。 

 本研究は，2012 年の文献についての継続研究である。ERIC データベースは 2003 年以降，デ

ータベースの検索方法を変更していたため，2003 年以降の文献については，年毎の検索ができ

なくなっていたが，2011 年途中に確認をしたところ年毎の検索が利用可能になっていた。今回

の研究では，2011 年の文献に続いて，2003 年以前の研究と同様，ERIC データベースと DIALOG

データベースの PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS (PsycINFO データベース)を用い，文献検索を

行った。検索方法は，インターネット経由での作業を行った。これらの中から不登校との関連

が考えられるものについて，キーワード毎に分類した。筆者の作業(1992a)に続くこの継続研究

は，今回で 22 年目に当たるが，同一規準での作業をし，世界での傾向を把握する基礎研究の

2012 年分である。 

 2012 年について，ERIC データベースでは，school attendance に関する文献が 279 件，school 



dropouts に関する文献が 167 件，school phobia に関する文献が 5 件，school refusal に関する文

献は 8 件であった。DIALOG データベースでの PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS では，school 

attendance に関する文献が 849 件，school dropouts に関する文献が 354 件，school phobia に関す

る文献が 482 件，school refusal に関する文献は 238 件であった。 

 ERIC データベース 459 件，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS データベース 1,923 件の文献の

中で不登校との関連が考えられる 52 件について，キーワード毎に分類し，研究の概観をする。 

 

 Ⅱ 各キーワード毎の研究の概観 

 ここで取り上げる研究は， 2013 年 6 月現在， ERIC および PSYCHOLOGICAL 

ABSTRACTS(PsycINFO データベース)において検索し，不登校との関連が考えられる 2012 年

分として収録されている文献である。ここでは，日本の幼稚園・保育所から高等学校に対応す

る学年までの不登校との関連が考えられる文献を取り扱っている。 

  １ school attendance に関する研究の概観 

  2012 年の school attendance をキーワードに持つ文献は 1,125 件が見いだされる。これらのう

ち，ここでは 16 件を概観する。国別では，これらのうち，アメリカ合衆国が 9 件，英国が 2

件，南アフリカが 1 件，パキスタンが 1 件，ノルウェーが 1 件，インドが 1 件，オーストラリ

アが 1 件である。 

 Harris と Franklin(2012)によると，青年期の女性が妊娠しているようであれば，彼女の世界は

急に，大きく変わる。青年期は，徐々に児童期から出て，大人としての人生に必要とするスキ

ルを習得するための時間であるが，妊娠した青年期の女性に対しては省略されてしまうことに

なる。17 歳，15 歳あるいはもっと若くても，20 代に入ったときにすぐに，青年期の母親には

ぜひソーシャルスキルとライフスキルが必要となる。自分自身が良い親となり，自足する大人

になるよう準備するため，青年期に子どもを産んでいる女性は，余分の挑戦をすることになる。

若い母親が妊娠期間および，その子どもの 1 歳までに行う行動や決定の多くは，来たるべき多

くの年月の間，母子の人生の質に深く影響を及ぼす。青年期の母親を支援するようにデザイン

された学校に基づくプログラムである，問題解決に焦点化した，テイキング・チャージ(TC)

介入を記述することをここでは目的としている。チャージをすることは問題解決に焦点化し，

発達上の枠組みの範囲内で開発された，青年期の母親の強さ，リソース，人生のゴール，発達

上の課題を利用した多モードの，簡潔な認知行動カリキュラムである。カリキュラムのゴール

は，(a)母親の教育，(b)社会的なサポートと個々の関係，(c)育児，(d)雇用とキャリアーの準

備という 4 つの目的とされた人生の領域での良好な結果に達するために必要とする解決を青年

期の母親が展開できる問題解決に焦点化したアプローチを構築することである。 

  Thompson と Sanchez(2012)によると，問題解決に焦点化したブリーフ・セラピー（SFBT）は，

使用するトレードマークの技術以上である。強い治療的連携を進展させ，クライエントを信用

し，クライアントの能力を展開することに，セラピストが焦点化する楽観的な治療的プロセス



である(Watts と Pietrzak,2000)。De Jong と Berg(1998)によると，セラピストとクライエントの

関係を，協力的，共同的，尊敬し合う，共有し合うものであり，基本的なスキルは SFBT 専用

ではない。Littrell(2012)は，暖かさ，純粋性と感情移入の促進的な状況がカウンセリングの過

程に浸透しないならば，戦略と技術は無駄であると付け加えている。提供される治療処置のタ

イプに関わらず，研究者と実践者は，信頼できる輸送手段の欠如，矛盾しているかあるいは遅

い仕事のスケジュール，ほとんど財源がないこと，保育の困難さのような，サービスを求め，

関わっている家族に対する障がいに，研究者と実践家は注意してきている(Kazdin と

Wassell,1999;Sanders,1999)。これらの障がいは，しばしばオフィス・ベースでのセッションへ

の参加を妨害をし，家族の家でのような自然主義的な環境で提供されるサービスは，潜在的に

重要な治療処置の選択肢として行われてきている。地域に密着したサービスは，セラピストの

オフィスでのサービスをますます提供することになったが，在宅で提供されるこれらのサービ

スが満足感を改善し，セラピーセッションへのクライアントの参加をうながしたかどうかは，

不明である。この研究の目的は，在宅対オフィス・ベースのセッティングで問題解決に焦点化

した家族療法（SFFT）を受けている家族が，問題を抱え逃げ去ろうとする若者との様々な治療

処置の結果に関して異なるかどうかを評価することであった。家族対立の問題を扱うことに焦

点化したコミュニティ・エージェンシーで家族ベースのサービスを求めた人々の中から，家族

は求められた。家族も，青年期の子どもの逃亡，怠学，非行行動と関連した困難さに対して，

援助を求めてきていた。この研究では，原級留置，目標達成，関連性，カウンセラーのラポー

ト，サービスに対する満足感を含む治療処置プロセスと関連した在宅対オフィス・ベースのサ

ービスを受けている家族間の違いを評価している。 

  Duckworth と Allred(2012)によると，家族の背景，教育課程，教員の質に対して研究者が統

制しても，ある生徒は他の生徒より上手にやっていくものである。例えば，より学問的に優秀

な子どもは，有能ではない仲間を一般には上回っている。学級での雰囲気の役割での歴史的関

心から，どのような洞察が収集されるか。最近の経験的な研究は，成功した学業的達成にとっ

て最も重要な雰囲気の特定の次元について何を語っているのか。特に，学校へのレディネス，

学業成績と教育的達成に最も強く影響するのは，どの雰囲気の側面か。雰囲気と学業的結果の

関係を，どの要因が調停し緩和するのか。学校における成功にとって最も重要な雰囲気の側面

を意図的に創り上げる際に，どんな展開がなされたか。最後に，雰囲気がどのように，そして

なぜ学業的成功に影響するかについて，より深く理解することに熱心で関心がある研究者に対

して，どの方向に，将来の進展はあるのか。 

  Haine-Schlagel ら(2012)によると，児童期の破壊的行動の治療処置への親のかかわりは効果的

なケアの重要な構成要素である。日常的なケアに親をかかわらせるセラピストの努力を予測す

る要因と治療処置にセラピストが親とかかわる時間量についてはほとんど分かっていない。地

域に密着した外来患者のメンタルヘルスの治療処置へ，セラピストのセッションに親をかかわ

らせることを調査することを目的としている。4～13 歳の破壊的行動に問題のある子どもに対



する心理療法の大規模な縦断的観察研究からデータを得ており，ベースラインでの子ども，親

と家族，セラピストの特徴についての尺度と同様に達成される治療的戦略に対するコード化さ

れたビデオ録画をされた心理療法セッションを含んでいる。親との関係は，セラピストが親に

治療処置戦略を向けるセッションでの時間の割合で定義される。結果から，セラピストがセッ

ション内で平均 44%の時間を親に治療処置戦略を向けていることを示していた。多面的モデリ

ングは，子ども，親，家族機能のクライアントレベルとセラピストの経験と背景のプロバイダ

ーレベルの親とのかかわりの予測因子を調べるのに用いられた。子どもが比較的高い行動上の

問題があるとき，親が比較的高い内在的な介護者の重圧を報告しているとき，セラピストが比

較的経験豊富であるときに，より多く，セラピストは親とかかわっている。 

  Gere ら(2012)によると，児童の不安のメインテナンスでの役割を理論上強調するので，過保

護な育児と児童の不安の関係が繰り返し調査研究されてきている。この関係が児童の不安に対

して特有かどうか，一般にあわせて起こる同一児童の行動上の問題に対して統制して行ってい

る研究はこれまで見られない。目下の研究では，メンタルヘルスクリニックにリファーされて

いる 7～13 歳の 89 人の男子の計 190 人の児童と保護者を調査研究している。結果によれば，あ

わせて起こる児童の行動上の問題を統制後に過保護な育児と児童の不安徴候の間の有意な相関

関係が消えることが明らかになった。過保護は児童の不安とは特有には関連がないように考え

られる。過保護な育児は児童の行動上の徴候にかなり特有に関連が見られた。不安を抱えた児

童の親と動こうとするときには，あわせて起こる児童の行動上の問題を研究者や実践家は考慮

する必要がある。 

  Gupta と Sarkar(2012)によると，Baker-Henningham らが中所得国の行動上の問題があり貧弱

なソーシャルスキルである就学前児童についての関連した重要な治療介入を行っていると述べ

ている。次のようないくつかの問題に焦点を当てようとしている。第 1 に，Baker-Henningham

らが治療介入の対象として 3～6 歳の就学前児童を選び，一方で行為障害の発症が 11.6 歳であ

る。児童が行為障害の症候群的診断があるかどうかについては明らかには言及していない。重

篤な行動上の問題のある児童が登校しそうにないということがわかっていても，低い登校状況

の児童を研究から除外していない。さらに統計的に重要な改善は，行動上の問題のある児童の

親の報告から見いだされていない。Baker-Henningham らは評価に対して重篤な問題のある児童

を含め，行動上の問題の低～中レベルの児童で重要な結果が見いだされている。 

  Smith と Cook(2012)によると，学業的達成を改善する上での問題に基づく学習(PBL)の影響

を教授法のその他の形態と比較することははっきりしない。PBL の貧弱な教授の準備とブレー

ンストーミングの漠然とした報告が主要な貢献要因である。これらの問題に対処するため，de 

Bono の 6 色ハット発想法に基づく PBL 過程の教授前のブレーンストーミング段階に足場メカ

ニズムを取り込んでいる。結果によれば，登校状況と学業的達成により評価するとき，教授前

の準備は，足場のない PBL 群と講義に基づく配置群と比較すると，足場を用いた PBL 群に対

する学習過程プログラムのすべてのレベルで増加していた。 



  Chacko ら(2012)によると，行動上の親の訓練(BPT）は，児童期の注意欠陥多動性障害(ADHD)

の治療処置と関連した破壊的行動障害に対するエビデンスベースの治療介入である。効果に関

するデータを確信させているにもかかわらず，BPT への関わりは，特にリスクの大きい家族に

対して，長い間，問題となっていた。包括的な BPT アプローチの臨床試験からのデータは関わ

りを強化し，積極的親強化戦略プログラム(STEPP)の結果を示している。STEPP プログラムが，

治療処置に出席する傾向，治療処置のコース上の課題を完了する傾向，BPT からの離脱につい

て，従来のグループ・ベースの BPT プログラムと比較された。経験的に治療処置の関わりに関

係があり，STEPP プログラムにより目標とされる要因は，これらの要因が STEPP プログラム

への参加によって強化されたかどうかを決定するために分析された。ADHD の学齢に達した 80

人の児童のシングルマザーのランダムな一団において STEPP プログラムが時間とともに治療

処置に出席するより大きな傾向と治療処置コース上の課題を完了するより大きな傾向につなが

ることが分析からわかった。STEPP プログラムへの参加は，離脱の低い率と関係していた。最

後に，STEPP プログラムに割り当てられる親が，グループメンバーからの社会的支持，治療処

置に対する予想と治療処置に参加することに対して認識された障がいのような STEPP プログ

ラム内で目標とされた関わりに経験的に関連した要因の重要な改善が報告されている。 

  Vandervord(2012)によると，心的外傷後ストレス障害(PTSD)の子どもと若者に対するエクス

ポージャーなしの心的外傷に焦点を当てた認知療法(CT)と心的外傷に焦点を当てた認知行動

療法(CBT)の効果を比較している。一回の事件を体験した心的外傷がある 7～17 歳の 33 人の子

どもと若者を，子どもと親に個別に行われる 9 週間の CBT か CT にランダムに配置した。治療

意図に基づく分析によれば，PTSD，うつ状態，一般的な不安の重篤さを治療介入がかなり軽減

した。治療処置後に，CBT の 65%，CT の 56%がもはや PTSD の基準を満たさなかった。治療

処置を完了した人は CBT の 91%，CT の 90%と，比較的良好な反応を示し，利得は 6 ヶ月の追

跡調査でも維持されていた。母親のうつ状態の症状と役に立たない心的外傷の信念が，子ども

の結果を和らげた。一回の事件の心的外傷に続く PTSD は心的外傷に焦点を当てた認知行動の

方法でうまく治療処置され，エクスポージャーの使用は良好な結果に対する必要条件ではない

ことがわかった。 

  O'Dwyer ら(2012)によれば，就学前の児童の座りっきりの時間を減少させ，全身活動を増や

すことで家族に焦点を当てる活発な遊びという治療介入の効果を述べている。77 家族が，イン

グランド北西部の 8 つのランダムに選ばれたシュアスタート児童センターから編成された。セ

ンターは，ランダムに 4 つの治療介入か 4 つの比較群に配置された。治療介入群の親子は，訓

練された活発な遊びの専門家により提供される 10 週間の活発な遊びのプログラムを受けた。こ

れには，活動と教育的な構成要素が含まれていた。比較群の家族は，普通のルーチンを維持す

るよう依頼された。それぞれ参加している親子は，ベースラインとポスト・テストで 7 日間，

単軸の加速度計をつけていた。座りっきりの時間と全身活動が子どもと家庭レベルの共変量に

対して調整された週と週末には，多面的分析を用いて分析した。重要な治療介入の効果が，週



と週末日の座りっきりの時間と身体活動に対して観察された。10 週間の家族に焦点化した活発

な遊びの治療介入は，就学前の子どもの座りっきりの時間と全身活動レベルの肯定的な変化を

もたらした。特定の共変量が，結果尺度に重要な影響を及ぼすと確認された。さらに，親が活

発であった子どもは，親の活動習慣がこの年齢層の身体活動のかかわりの調停者であることを

示している，より座りっきりでない時間とより多くの身体活動につながっていた。 

  Maynard ら(2012)によると，(1)無断欠席する若者の登校を増やすという目標を持つ無断欠席

プログラムが，慢性的な登校問題のある初等学校と中等学校の生徒の登校行動に影響を及ぼす

のか？，(2)学校ベース，クリニックあるいはコミュニティベース，法廷ベースの，それぞれの

プログラムの効果の違いが存在するのか？，(3)家族，グループ，多重モデルのようないくつか

の様式が生徒の登校を増加させる上で他より効果があるのか？という 3 つの問題について論じ

ている。National Center for School Engagement，国家中途退学予防センター，無断欠席と長期欠

席の研究者との接触による無断欠席プログラムの膨大なデータベースのリストを用いている。

これに加えて，潜在的研究に対する調査報告書でのリストを調査している。調査結果から，常

習的無断欠席の生徒は登校行動を目標としている介入から利益を得ることが示される。常習的

無断欠席の若者に介入することは，重要で，価値がある。プログラムのタイプと様式の中の影

響に最小の違いがあれば，プログラムのタイプまたは様式は，他より効果的であることとして

は目立たない。影響の統計的に有意な違いは，この概観に含まれる介入のタイプと様式の間で

は見いだされなかったが，共同で多モードの介入が，共同ではなく単一の介入プログラムより

効果的であるという一般的な確信を支持する利用可能なエビデンスの不足があった。研究間の，

研究グループ内の少ないサンプルサイズと大きな異質性のため，このメタ分析から調査結果を

解釈して適用するときには，注意が払わなければならない。全体として，概観に含まれる研究

では，およそ学校の 1 週間に相当する平均 4.69 日，登校が改善されている。この研究に含まれ

る介入が，全体としては，効果的であるとわかったが，大部分の研究の事後テストの長期欠席

の平均率は許容できるレベルを上回っていた。この研究結果は，更に調査研究が必要であり，

特に脆弱で危機的状態にある生徒には，介入の結果を調査するだけではなく，より効果的な介

入と方針を作成することが，長期欠席と戦うことにとって重要である。この研究においても確

認されるギャップと不足は，目下の方針と実践がそれに基づくエビデンスベースを増やし，強

化する必要がある。さらなる研究の調査が必要であるが，同じことでは十分ではない。無断欠

席の介入研究の質での重要な改善が必要であり，確認されたギャップが対象とされる必要があ

る。 

 Maxwell(2012)によると，あらゆる州が 18 歳まで在籍が必要であるとするバラク・オバマ大

統領の要求は行動の動揺を若干の州会議事堂で起こさせるかもしれないが，登校法を変えるこ

とはアメリカ合衆国の中途退学率を低下させるために単独の州では何もできない。一般教書に

おいて，オバマ大統領は，州が「彼らが卒業するか，18 歳を過ぎるまで，すべての生徒は高等

学校に在籍する」ことを義務づけなければならないとし，生徒の中途退学が許されないとした。



アメリカ合衆国のデンバーに拠点を置く教育委員会に従って，21 の州とコロンビア特別区が 18

歳になるまで生徒の在籍を必要とし，11 の他の州は 17 歳までを必要としている。いくつかの

州の議員が法律を通過させようとして近年失敗しているが，その他の 18 の州では在籍を必要と

する年齢が伝統的な 16 歳である。州法で強制的な在籍年齢を引き上げるという，学校に在籍す

ることについての義務に関する強いメッセージを生徒と保護者に送る一方で，学校の関わりを

構築し中途退学の早期の兆候を見つけ対処する包括的な戦略なしでは州と地区が中途退学の問

題の影響の多くを重視しないことになると，専門家と教育者は主張している。在籍条件を設定

することは伝統的に州と地域の地区の範囲であり，多くの努力が 16 歳の在籍年齢から変更する

ことへの激しい反対に直面している。その大きな理由は，学校の地方自治にかかるコストと問

題である。この一般教書に関連する文献が，ERIC ではこの他にも新聞や雑誌で取り上げられ

ているが，この文献をその一例として取り上げておくことにした。 

 Banerjee ら(2012)によると，教師と生徒の登校が共有の利益を生み出すならば，教師と生徒

の登校が相互に補強を求めているという理論的モデルを論じている。パキスタン北西部フロン

テｲア省のデータを用いて，この提案を支持する経験的な証拠を進めている。教師と生徒の登校

の内生性に対して統制をし，教師の登校を引き起こす最も強力な要因は学校に生徒が登校する

ことであり，生徒の登校に影響を与える最も重要な要因は教師の存在である。結果によれば，

教師の長期欠勤を減少させる政策を作成する際に展開される重要な道筋が生徒の登校を引き起

こすことに集中することである。 

 Balfanz と Byrnes(2012)によれば，アメリカ合衆国の教育制度は，病気または異常な出来事を

除けば，生徒が授業で毎週日に学校にいるという仮定に基づいている。州教育局，学区，ある

いは校長が，慢性的欠席の 2 つの一般的定義であるが，生徒が年度の 10%以上を欠席したか，

その前年度に 1 ヵ月以上 欠席したかについて，どれだけの生徒がいるかを取り上げることにな

る。発見されるずっと以前に，慢性的長期欠席は荒廃をもたらすことになる。その荒廃は過去

の四半世紀の学校改革運動を台無しにするかもしれず，将来の努力の好影響を否定することに

なるかもしれない。慢性的長期欠席は，無断欠席あるいは一日平均出席と同じではない。慢性

的長期欠席は，いずれにせよ年度の 10%を失うことを意味する。異なる日中で，異なる生徒が

その 90%を構成するので，学校は 90%の一日平均出席をすることができ，まだ生徒の 40%を慢

性的に欠席にすることになる。ジョージア，フロリダ，メリーランド，ネブラスカ，オレゴン

とロードアイランドの 6 州だけからのデータから，この問題を論じている。データが転校生を

含むか否かを問わず，これらの州が慢性的長期欠席を判断する方法は日数によって異なってい

る。限られたデータからは，国家の生徒の登校に対する挑戦の規模では，経験に基づいた推測

だけを生ずることになる。10%という国家全体での慢性的長期欠席率は控えめで，15%程度で

あり，500 万～750 万人の生徒が慢性的に欠席していることを意味する。 

 Fleisch ら(2012)によれば，南アフリカ学校法では，「学習者が 7 歳に達する初等学校最初の

日から 15歳または 9年生(最初になるいずれか)の年齢に達する最後の日まで学校に通うことと



する」と，すべての子どもに義務づけている(南アフリカ共和国,1996)。(1)どんな範囲に，こ

の法的要求は満たされたか？(2) 義務教育への一般的な接近を成し遂げることに関する傾向は，

何か？(3) 登校していない義務的な就学年齢の学習者に関連する要因と特徴は何か？という 3

点について取り上げている。統計南アフリカデータセット，コミュニティ調査 2007 を用いた。

分析から政府からのデータよりも幾分高い割合で登校していない義務的な年齢の子どもが見い

だされた。6 歳と 7 歳の子どもの学籍登録が改善されているという過去 10 年間での大きな変化

はあるが，それ以外の傾向は変わらない。登校していない子どもに関連する要因や特徴に関し

て，分析から特定の部分母集団が比較的高い不登校率であり，有色の男子，親特に母親が死亡

している子ども，南アフリカ以外で生まれた子ども，過去 5 年間に転校した子ども，障害のあ

る子ども，特定の地域のコミュニティに住んでいる子どもである。多くの広範な関連する要因

が学校にいない子どものことを説明することになると考えられる。要因は，障害，家族構成，

社会的補助資格があるが受給していない家庭の子ども，地理的人種的特徴である。南アフリカ

で貧しいことは経済の主流からの排除を意味するかもしれないが，学籍や社会的補助の登録の

ような基本的国家サービスからの排除を意味するものではない。登校していない子どもは経済

の主流に加わることから除外される家庭に生活するばかりではなく，国家サービスの辺縁にい

ることにもなり，家庭でも辺縁に置かれるかもしれない。 

 Connolly と Olson(2012)は，小学校の低学年での登校状況に目を向けている。特に，幼稚園

前(PreK)と幼稚園(K)に学籍登録された児童に焦点を当てている。学籍登録された 1/9 以上の

欠席として定義される慢性的欠席(CA)の形態，その後の登校状況と学業成績を決定するのに数

年間にわたって児童を追跡調査している。ボルチモアに関連する地域が，幼稚園に学籍登録以

前に在宅ケアをされていた子どもの一貫した過小能力である。これらの児童がヘッドスタート

の生徒と類似の人口統計学的特徴を共有していることを見いだした。幼稚園では無料の食事の

資格を得たという点で，ヘッドスタートの生徒の経済的資格をこれらの児童が満たしていると

いうことがわかった。ヘッドスタートあるいは市立学校幼稚園前プログラムに学籍登録をこれ

らの児童がされていることを確認し，なぜ就学前プログラムに参加しないのかを決定するには

努力が必要である。これらの分析の結果から，(1)幼稚園前と幼稚園の児童に対する MSDE 報

告の一日平均登校状況(ADA)と CA 率，(2)関連するボルチモア市のエージェンシー間の協調

した努力が，ヘッドスタートと市立学校幼稚園前プログラムに登録するには最大にしなければ

ならないこと，(3)市立学校は，ヘッドスタート卒業生の間に見られる高い登校率を模倣するた

めに家族の教育と援助活動をヘッドスタートと共に展開すること，(4)学校規模の登校状況と同

じく，児童の登校状況を把握し，重要な指標として ADA と CA のいずれも調査することであ

る。 

 

 ２ school dropouts に関する研究の概観 

 2012 年の school dropouts をキーワードに持つ文献 521 件のうち，関連の考えられる 16 件に



ついて概観する。国別では，アメリカ合衆国が 12 件，中国が 2 件，オーストラリアが 1 件，南

アフリカが 1 件，オランダが 1 件取り上げることとする。 

  Franklin ら(2012)によると，問題解決に焦点化した介入は，学校環境で危機的状態にある若

者の行動を変える見込みがあるとされてきている。Garza 高等学校は，問題解決に焦点化した

オルタナティブスクール(SFAS)として知られてきており，様々な調査研究に参加してきている。

問題解決に焦点化したアプローチがモデルスクールプログラムに展開されてきており，モデル

中途退学予防介入プログラムとして，また生徒に対する高い学業上の成功を提供するものとし

て，テキサス州教育局により認められている。過去数年の間に，Garza 高等学校は Austin 独立

学区で最も高い SAT 大学試験得点を達成してきている。Garza 高等学校は，問題解決に焦点化

した技術を毎日の教育実践に学校がどのように展開していくかを研究しているアメリカ合衆国

やその他の国々からの数多くの研究者に研究され訪問されてきている。調査研究の要約と概観

と同様に，SFAS として Garza 高等学校が，どのようにその地位となり，維持してきているか

について，特定の情報をここでは提供している。最後に，危機的状況にある生徒に対する問題

解決に焦点化したスクールプログラムを構築する上で，将来的研究の提案と示唆を与えている。 

  McCabe ら(2012)は，若いメキシコ系アメリカ人(MA)での外在化する行動上の問題に対する

3 つの異なった治療介入，親子相互作用療法(PCIT)文化的改訂版，いわゆる Guiando a Ninos 

Activos (GANA)である標準 PCIT，通常の治療処置(TAU)に対して，治療処置後 6 ヶ月から 24

ヶ月の期間にわたって，治療処置の効果を調査している。臨床的に重大な行動上の問題を抱え

た 3 歳から 7 歳の子どものいるメキシコ系アメリカ人の 58 家族が，任意に GANA，標準 PCIT，

TAU に配置された。以前報告されてきているように，3 つの治療処置アプローチは，広範な親

報告尺度にわたって行為上の問題での重要な事前事後の改善を示し，追跡調査の期間にもかな

りの効果を維持してきている。GANA は，6 ヶ月から 24 ヶ月の治療処置後の 10 個の親報告尺

度の 6 つで TAU よりもかなりすぐれた結果を示し，GANA は，子どもの内在化した兆候に関

して，かなり PCIT を上回っていた。PCIT と TAU は，互いにあまり大きな違いはなかった。

これらのデータから，PCIT と GANA は，時間とともに治療処置の利得を維持し，長期にわた

って GANA は TAU の効果を上回り続けることを示唆している。 

  Chacko ら(2012)は，school droppouts にも関連する文献であるが，school attendance において，

取り扱うこととする。 

  Wellisch と Brown(2012)によると，しばしば目的を達していない英才児は，動機づけと社会

情緒的な調整の問題を抱えており，学習障害であるかもしれない。これらの十分には達成され

ていない愛着の困難さや母親の抑うつ状態のような要因を調べている。これらが学習と達成に

対する障がいとなるため，才能について，特定の過去と現在の実践を概説し，学校には社会情

緒的な問題と学習障害に対する早期の特定で重要な役割があると論じている。Gagne は十分に

は達成できていない生徒を天賦と能力との識別モデルに含めたが，達成できている子どもは学

習能力発達プログラムに含め，才能のある十分には達成できていない人に対する別々の経路を



サポートすることについて論じている。そのような経路が才能のある達成できている人と十分

には達成できていない人に対する内包的モデルを通して達成することを示している。天賦，社

会情緒的問題，学習障害の特定を通して，子どもの早期の仕分けがモデルには含まれている。 

  van Heesch ら(2012)によると，中途退学は「原因仮説」に従って，公衆衛生に対する不健康

の高い関連を伴う重要な予測要因である。中途退学がどのように健康に影響を与えるかを調査

するよりもむしろ，「選択仮説」に従って，どのように不健康が中途退学に影響を及ぼすかを

調査しようとここでは行っている。入院はより重篤な病気を潜在的に示している。データは，

オランダの中等教育学校集団(VOCL'93)と国立医学登録(LMR)の縦断的データから得られて

いる。全日制の教育から離脱するまで中等教育学校での 1 年生から追跡してきた 16,239 人の生

徒から，研究対象は構成されている。生徒は，教育的履歴と入院に関して聞き取りをされた。

9%が入院し，10%が中途退学した。比較的低い教育的水準の生徒に対してではなく，大学前教

育の中等教育学校の最も高いタイプで始めている生徒にとって，入院はその後の中途退学の予

測につながっている(OR1.54 95% CI 1.05-2.26)。9 日以上入院をしてきている(OR2.34 

95%CI1.08-5.09)，あるいは 3 回以上入院した(OR4.20 95%CI1.75-10.04)大学前生徒が，特に中

途退学率を高めている。研究結果は，さらに「選択仮説」をサポートし，公衆衛生に対する中

途退学の関連を追認している。公衆衛生の従事者と教育的専門家は，入院している子どもの聞

き取りを強めることを目指ざし，同時に，病院でのより高い質の教育を受けることができるよ

うに改善することを目指さなければならない。 

  Barrat ら(2012)によると，習慣的な認識では中途退学した生徒は永久に学齢簿から存在しな

くなるということである。このことは複雑な中途退学の話の不完全な図であり，中途退学は必

ずしも永続的な高等学校の結果であるというわけではない。学籍登録と最初の 9 年生の地区集

団の履修履歴にしたがって，集団の中途退学，再登録，卒業の結果を述べている。中途退学者

の 1/3 は地区の高等学校に再入学し，比較的年齢の高い生徒や履修単位に遅れている生徒はそ

の他の中途退学者よりも再入学の可能性はあまりなかった。再入学と挑戦した地区に対する生

徒の動機づけを調査した教育委員会，高等学校長，再入学者の面接が，中途退学者が再入学し

たときに行われた。限られた雇用の機会や復学を促す学校指導者の努力のために中途退学者は

復学している。学籍への再登録は，資金，責任，卒業への道筋を中途退学する生徒を獲得する

ことに関して地区の挑戦を創り出していた。 

  Abar ら(2012)によれば，(1)10 年生の間に生徒が自己報告した登校理由の特有のプロフィー

ルがあるかどうか，(2)これらのプロフィールが学年が進んでからの中途退学に差別的に関連し

ているかどうか，(3)親の特徴がこれらのプロフィールにわたって異なっているかどうか，につ

いて取り上げている。2002 年の教育縦断研究からのデータ 15,362 人分を用いて，5 つの潜在的

な集団が見いだされた。49％の最初の集団は，固有，特定，あるいは取り入れ，登校に対する

外的動機づけを報告していた。32％の第 2 集団は，特定あるいは取り入れ，外的理由に対して

登校し，11％の第 3 集団は固有のおよび特定，あるいは取り入れの理由を報告していた。最後



の二つの集団は，5％が特定かあるいは取り入れのみを，4％は外的動機づけのみを報告してい

た。特定あるいは取り入れ，および外的な集団の人たちは 10 年生と 12 年生の間に中途退学の

最も大きな危機であった。生徒が結果で最も良好な形態を示していたのは固有，特定，内的・

外的集団であり，集団全体で育児の特徴が異なっていた。固有，特定，取り入れ，外的，内的

の用語が具体的な状態として何を示しているのかが十分に伝わりきれないものとなっている。 

  Wexler と Pyle(2012)によれば，アジア系アメリカ人の高校生の中途退学の体験と展望を記述

し，アジア系アメリカ人が他のどの少数民族の集団より大きな成功を示すという一般的な確信

である，6 件の推奨される中途退学予防の実践と達成の方向性の典型的な少数民族の考え方

(MMM)を含む有力な考えを配置している。青年男女の中途退学者は，8 つの場合について面談

された。調査結果によれば，MMM はこのような生徒に提供された治療介入の不足部分に関与

し，この展望から最も価値のある推奨が含まれることが明らかになった。すなわち，危機的状

態にある生徒に対する大人の擁護，治療介入を目的とし個別化することを目標とした組織的な

データ追跡システムの使用，学業支援と個別化された学習環境を提供する学校の能力である。 

  Langberg と Becker(2012)によれば，注意欠陥多動性障害の若者は級友よりも低い評価や原級

留置や中途退学の危機を含む学業上の障がいをしばしば体験する。薬物療法は，ADHD の若者

に最も一般的に用いられる治療処置であり，薬物を使用することが長期間の学業上の機能を改

善する範囲を理解することが重要である。ADHD の若者の長期間の薬物使用と学業成績の関係

について文献の概観をしている。3 年以上の ADHD の若者の追跡調査をしている 2000 年以降

に刊行された関連する文献を特定するため，組織的な文献検索が行われた。学業成績，到達度

テスト得点，原級留置が，興味深い学業上の結果に含まれていた。9 件の研究には，8,721 件に

わたる 8 つの地域の縦断研究のサンプルが含まれていた。これらの研究から，長期間の薬物使

用は標準化された到達度得点での改善に関係していた。しかし，これらの改善の程度は大きい

ものではなく，臨床的教育的重要性さは疑わしいものがあった。 

  Chung と Mason(2011)は，なぜ中国の貧困な地方の生徒が公式統計が認めるよりも多くの中

途退学となっているのかを考察している。発展途上国のすべての立案者に対する教育について，

最も扱いにくい事柄の中では，教育的質の問題があり，小学校の中途退学者の展望から彩られ

るかもしれないので，辺境の山村共同体での教育の類型を取り上げる。主として中途退学者の

現象を貧困，学校資源の欠乏と不公平と一般に関連づける見解の範囲を示し，ローカル・レベ

ルでより微妙に陰影のついていることを示す。中国が今日急進的に移行する社会での教育制度

がその人民，特に取り残され簡単には調整することができない人々と，おそらく不利な条件に

置かれた社会経済的，文化的，地理的位置のため，衝突する価値が伴うことを示している。雲

南行政区の貧困，地方の民族誌的研究において，かなりの乖離を価格を通して見いだした。学

校組織とねらいに関する親と教育の目的との間で，カリキュラムと教科書において代表される

知識と比較して教室での役割に関する教師先生と生徒の間で; 政府教育方針と資源配布に関す

る辺境の地方の貧しい者の懸念との間，教師の，生徒の能力についての新しくマーケット指向



の社会的，教育的理想との間で見いだされた。教育的質の欠如と生徒が結果として学校を中退

することに関連した問題のスケールと複雑さに対するいくらかの洞察を，提供している。この

ことは，公式な 1%の中途退学率によって明らかにされることはない。 

 Fleisch ら(2012)は，school dropouts にも関連するが，school attendance で取り扱う。 

 Yi ら(2012)によると，9 年生までの一般的な教育の必要条件とそのサポートにもかかわらず，

中国の貧しい農村地帯ではさらに高くなると考えられる中途退学率の被害を被ることが考えら

れる。中国の文部省からの統計では 9 年間の義務教育法での一般的な遵守が示されるが，中国

での独立した調査に基づく中途退学率に関する研究はほとんど見られてきていない。2009～

2010 年の間に，7800 人以上の 7 年生と 8 年生を調査し，中途退学率を調査するために，北部中

国と北西部中国の二つの行政区の 4 つの郡で，46 校のランダムに選択した中学校から 9 人の生

徒を選択した。学校，家庭の貧困，貧弱な学業成績のような中途退学に関連する要因を調査す

るために，調査データを用いた。研究の調査結果によると，7 年生と 8 年生の間の中途退学率

は 5.7%に達し，8 年生と 9 年生の間では 9.0％に達した。7 年生の 1 学期の最初の 1 ヶ月の間の

中学校に登校している全生徒数では，14.2％が 9 年生の最初の 1 ヶ月までに学校を去ったこと

になる。より貧しい家族，さらに親が健康でなかった家族から，年上であった生徒が，あるい

は貧弱な学業成績である生徒で中途退学率が高かった。中学生に対する授業料を減らす政府の

政策が必要である場合があるが，中途退学の問題を解決するのには十分ではない。 

 Bjerk(2012)によると，高等学校中途退学者が労働市場での成功や将来の犯罪行為のような早

い段階での成人期の結果として，類似の高等学校修了者よりも，平均では，はるかに悪いこと

を行っている一方で，中途退学者のこの集団には大きな違いがあるということを示している。

働くか，家族の世話をするために中途退学をしたというような，学校から引っ張り出されたと

感じる人たちは，高等学校を修了した類似の中途退学前の特徴のある人と同様の 20 代前半の労

働市場と犯罪の結果にかかわる行動をとっている。追放，貧弱な成績，転校，学校を好きでは

ないことなどを含むその他の理由のため中途退学をしたというような，それ以外の類似の高等

学校修了者よりもかなり悪いことをして学校から放り出されたと感じる人々である。これらの

結果から，中途退学をした後でどのように時間を使うかという計画のない人が中途退学をした

ときには，有害な影響が起こることを示している。 

 Bowers と Sprott(2012)によると，歴史的には，中学校を卒業することができない生徒は，中

途退学者の一つのカテゴリーと考えられるが，高等学校中途退学者の複数の下位群が存在する

かもしれないとしている。このことは，中途退学類型学と呼ばれる。中途退学類型学が大規模

な国家データセットに存在する範囲を評価し，下位群の各々にわたる既知の共変量の影響を評

価している。成長混合モデルは，教育縦断研究 2002(全国教育統計センター)を用いて評価した

高等学校の最初の 3 学期の間のデータセットと非累積的な学業成績評点の平均値である。モデ

ルは対象者の 24.6％に対して評価し，中途退学者の 91.8％を含む中途退学に関連する 2 つの主

な下位群を特定している。 



 Gasper ら(2012)によると，学校を変える若者は，高等学校中途退学を含む，広い多くの否定

的な行動的教育的な結果を示している。学校を変える若者がそれ以前の学業成績と関連するレ

ベルで中途退学者と類似する時から，実際に学校を変えることが若者を中途退学の危機がある

かどうかは不確かである。このことは学校を変えようとすることが中途退学につながる離脱の

長期にわたる同様の発達過程の一部である場合があることを示している。若者の国家縦断調査

1997 からのデータを用いて，同じ高等学校にとどまった類似の若者と，高等学校を変えようと

した一組の若者と一致している傾向スコアを用いている。学校を変えようとした者と中途退学

者の間の半分以上の関係が 9 年生前に観察された特徴によって説明される一方で，学校を変え

ることが中途退学と関連していることがわかった。さらに，学校を変えようとすることと中途

退学の関係は，学校を変えることに対する若者の傾向に従い変化する。 

 Balfanz ら(2012)によれば，12 の州が過去 10 年の間に多くの新しい卒業生を評価し，高等学

校卒業率が全国的に，多くの州と学区の全域でよくなり続けていることを示している。テネシ

ー州とニューヨーク州は，同期間の高等学校卒業率の二桁の増加で国家を導き続けている。中

途退学工場といわれた高等学校，登校している生徒数も，過去 10 年の間，特に郊外と町の中，

南部で，近年の都市部でより加速した割合でかなり減少した。2020 年のクラスに対して 90%の

高等学校卒業率という目標に対処する進展を含む Grad Nation を形成する市民マーシャル・プラ

ン上のその他の進展が，これらの肯定的な傾向が続くことができるという望みを提供している。

ある州では，国家的な高等学校卒業率の目標に対処し，もう一つの州でも同様であった。学校

と地域社会への広がりのあるかなりの数の機関が，市民マーシャル・プランのベンチマークに

合わせて努力している。若干の州と学区では，中途退学の危機が解決されることができること

を示しているが，10 の州が過去 10 年と比較して，最近では低い高等学校卒業率であり，他の

州と地区は落ち込んできている。国家のペースは，2020 年のクラスにより，90%の高等学校卒

業率の国家目標に対処するためには，3 倍以上に速められなければならない。 

 Fall と Roberts(2012)によれば，前後関係，自己システム，学校関連の変数が中途退学に影響

している。異なる種類の前後関係および自己システム変数がどのように生徒の関わりに影響を

及ぼすか，高等学校から中途退学する決定をすることに関与する上でどのように相互作用する

かは明らかではない。動機づけとなる発達上の自己システムモデルが，この複雑な現象を理解

するために有望な理論を提供している。自己システムモデルは，社会的関係，自己認識，学校

との関わりと学業成績の相互作用で反復する役割を中途退学決定への先例として認められる。

自己システムモデルに関係する 2002～2004 年の教育縦断研究からのデータを分析し，教師のサ

ポートと親のサポートという社会的関係の認識が，学校の統制の認識と学校との同一視という

生徒の自己認識を予測することがわかった。このことは生徒の学業上の，行動上の関係と学業

成績を予測するものである。10 年生での学業上の，行動上の関係と達成は，12 年生での中途退

学の可能性を減少させることと関連している。 

 



 3   school phobia に関する研究の概観 

 2012 年の school phobia をキーワードに持つ文献 487 件のうち，関連の考えられる 9 件を取り

上げる。国別では，アメリカ合衆国が 6 件，イタリアが 2 件，カナダが 1 件をここでは取り上

げることとする。 

 Johnson ら(2012)によると，優位行動システム(DBS)は優位動機づけ，優位行動と従属行動，

力と従属の認知への反応性に導く生物学に基づくシステムとして概念化される。DBS に関する

問題が精神病理学の幅広い範囲にわたって明白であることが，発展している研究量から示され

ている。DBS は，精神的，社会的，生物学的に関連している。外在化している障害，マニア傾

向と自己愛的特性が高められた優位動機づけと行動に関連があることが，広範囲な研究から示

されている。躁病と自己愛的特性も，膨らんだ力の自己認知に関連があるように考えられる。

従属を避けたいという願望と同様に従属と従順さに，不安と抑うつ状態が関連する。DBS のモ

デルには，自己報告，観察，生物学的方法，自然主義的，実験的パラダイムの使用という人間

と動物の研究から支持されている。利用できる研究の限界には，DBS の複数の尺度を用いた縦

断的研究の相対的な不足と自己愛性人格障害と双極性障害を研究するために診断されたサンプ

ルを用いた関連した研究の欠如が含まれる。 

 Arpin-Cribbie ら(2012)は，中学生での完全主義と精神的苦悩を減らすことについてのウェブ

に基づく認知行動治療介入(CBT)の効果を評価している。完全主義で高いと評価された参加者

77 人が，3 つの 10 週の 1 つに，ウェッブに基づいて，治療処置をされない群(NT)，一般的な

ストレス管理群(GSM)，CBT 群という治療介入条件に任意に配置された。結果によれば，CBT

条件は GSM 条件や NT 条件の参加者よりも，完全主義を減少させるのに有効であり，かなり大

きな改善の形態を支持していることが示された。CBT と GSM が苦悩をかなり減らす能力を示

す一方で，CBT 参加者にとっては，完全主義の変化はうつ状態と不安の変化とかなり相関して

いた。 結果は，完全主義者に関連する問題で，ウェブに基づく CBT の効果に対する支持を提

供している。 

 Rudy ら(2012)によると，一般的な自己有用感，全体的な能力についての個々の信条，社会的

自己有用感，社会的状況を切り抜ける能力，個々の信条が強く社会不安のレベルに関連すると，

エビデンスが示している。否定的な自己陳述は，否定的な自己関連の認知としても知られてい

るが，社会不安のレベルにも関連してきている。自己有用感と否定的な自己陳述は子どもの社

会不安の現象学と維持についての重要な変数であることが示されてきているが，相互には調査

されてきていない。否定的な自己関連の認知と自己有用感の関係を調査し，否定的な自己に関

連する認知と自己有用性との関連を調査することにより，否定的な自己陳述と社会不安との関

係の調停変数として，一般的な自己有用性と社会的自己有用性を調べることを目的に研究を行

っている。11～14 歳の 126 人の子どもの対象者に基づいた結果である。否定的な自己陳述と一

般的な自己有用性，社会的自己有用性の間の有意な関係が確立していた。一般的な自己有用性

が否定的な自己陳述と社会不安の間の関係を十分に調停しているが，仮説に反して，社会的自



己有用性は否定的な自己陳述と社会不安の関係を調停してはいなかった。 

 Tan ら(2012)によると，不安を抱えた若者の感情障害，特に高い否定感情と無効な情緒規制

戦略への依存に焦点を当てて概観している。現実世界との関係で不安を抱えた若者の情緒的反

応性と規制を調査している研究はこれまでなかった。9～13 歳の全般性不安障害，社会不安障

害，社会恐怖(ANX)の 65 人と年齢的に一致している健康な統制群(CON)の 65 人の現実世界で

の情緒的体験を比較するため，生態学的瞬間評価アプローチを利用した。階層的線形モデルに

よると，現在の感情の瞬間報告の間の同程度のレベル以外，ANX の若者は CON の若者よりも，

神経質さ，悲しみ，狼狽する感情の平均的過去時間ピーク強度の比較的高いレベルを報告して

いた。期待されているように，ANX の若者は，否定的な出来事に応じて頻繁に生理的反応を報

告していたが，認知行動戦略をどれほど頻繁に使用したかという集団の差異は見られなかった。

回避，動転，問題解決は，ANX と CON の若者に対して，神経過敏以外のすべての否定感情の

下方制御と関連していた。集団の差異は受容，熟考，生理的反応に対して現れていた。現実世

界との関係では，ANX の若者は，高いレベルの瞬間的な否定感情を報告してはいないが，出来

事に挑戦するに従って，高まった否定感情を報告している。さらに，ANX の若者はどれくらい

しばしば適応可能な調整戦略を使用するかという差異は報告していないが，出来事に挑戦する

ことへの生理的反応がありそうである。 CON の若者よりも否定感情を下方制御するためのい

くつかの戦略を用いることでは効果的ではない。 

 Hirshfeld-Becker ら(2012)は，パニック障害と大うつ病性障害の親を持つ子どもで，早期児童

期から青年期での精神医学的障害の特異性と過程を調査研究している。4 つのグループの平均

年齢 14 歳の 10 年間の追跡調査で，精神医学的障害の割合を調査研究している。4 つのグルー

プは，137 人のパニック障害とうつ状態の親を持つ子ども，26 人のうつ状態ではないパニック

障害の親を持つ子ども，48 人のパニック障害ではないがうつ状態の親を持つ子ども，80 人のう

つ状態でもパニック障害でもない親を持つ子どもである。追跡調査の評価は青年男女と母親に

よる構造化された面接により，また診断は母子により支持されるのであれば存在すると評価し

た。親のパニック障害は，親のうつ状態とは独立して，多面的な不安障害，パニック障害，広

場恐怖，社会恐怖，強迫性障害の子どもで，障害の発症率を予測した。親のうつ状態は，双極

性障害，薬物乱用，破壊的行動障害の子どもと独立して予測した。親のパニック障害とうつ状

態は相互作用して特定恐怖と大うつ病性障害を予測した。恐怖症はすべての危機的なグループ

で上昇し，うつ状態はパニック障害のあるなしにかかわらず，うつ状態の親を持つ子どものグ

ループで上昇し，うつ状態だけの親を持つ子どもで最も高い割合であった。親のうつ状態はう

つ状態の新しい発症を独立して予測し，親のパニック障害は独立して社会恐怖の新しい発症を，

二つの相互作用は独立して特定恐怖と全般性不安障害を予測した。危機的状態にある子どもは，

青年期に進むにつれて，新しい障害を進行させ続ける。これらの結果は，パニック障害や大う

つ病性障害の治療処置に対して現れる大人を持つ子どもへのスクリーニングとモニタリングの

必要性を支持するものである。 



 Alexander-Passe(2012)は，自分自身が失読症の一人として，家庭や学校生活に対処する上で

多くの困難を伴いながら成長した。家族でどのような失読症の子どもでも助ける準備ができて

いる環境の中で，大人として，失読症について理解し，個人にどのような影響を及ぼすかにつ

いてより理解をしたかった。失読症と呼ばれている徴候の収集にかかわる教育的介入の研究よ

りもむしろ，失読症の人間的側面や情緒的側面の研究から開始した。うつ状態の原因と影響，

不安からの開始，防衛的メカニズムと最終的にはうつ状態に導かれることについての概観から

始めている。平行して，うつ状態に苦しむその他の学習障害群とともに，主流社会からの排除

を体験している人々が，うつ状態のより大きな危険性にあることを示唆している。何が失読症

の人にうつ状態で苦しませるのかについての調査を行っている。失読症が一定条件であり，う

つ状態が影響するならば，何が偶然にうつ状態を引き起こすことになるのか？または，なぜ，

失読症のある人たちが，うつ状態に強いのか？29 人の大人の失読症の人の主要な研究が，解説

的現象的分析(IPA）の質的，量的方法論を用いて行われている。IPA が，参加者の人生経験と

二次的症状を理解する際に有益であることが分かった。学校を出た後にだけ読書障害であると

大多数の参加者は診断され，出会った多くの失読症の人に特有であると分かった。下位要因と

して，うつ状態を調査しようと試みる一方，参加した人々の大多数が児童期や成人期では若干

うつ状態であり，研究の主な焦点であることが分かった。性別は，男性と女性の失読症の人が

遭遇した教育的な体験にどのように対処するかを理解する上で重要な変数であることが分かっ

た。 

 Ruta ら(2012)によれば，自閉症スペクトラム指数(AQ)は，広義(BAP)の，中間(MAP)の，

狭義(NAP)の自閉症表現型を定義するのに用いられてきている。AQ 得点での差異があるかど

うかをテストするため AQ の新しいイタリア版を用い，245 人の自閉症の親と 300 人の統制群

の親での BAP，MAP，NAP の分布がシチリアのサンプルで繰り返されるかどうかを調べてい

る。自閉症スペクトラムの状態にある子どもの親は，全 AQ，ソーシャルスキル，コミュニケ

ーションの下位尺度で統制群の親よりも高得点であり，BAP，MAP，NAP の高い割合を示して

いた。イタリア版 AQ は，これらの異なる表現型の文化をまたがる信頼できる尺度であり，家

族での自閉的特徴の重篤さの表現型勾配を確認することができる。 

 Scaini ら(2012)によれば，いくつかの調査研究から，児童青年の DSM-Ⅳの社会恐怖を評価す

るための経験的に用いられた自己報告の手段である社会恐怖と不安尺度児童版(SPAI-C)が，十

分な心理測定特性であることがわかった。これらの調査研究の結果が異文化全体で繰り返され

る一方で，SPAI-C の心理測定特性の全体的な強さはわかっていない。年齢，性別の異なる対象

者の中で，様々な国で行われた PubMed，PsycInfo，ERIC データベースから収集された研究で

のメタ分析技術により SPAI-C の有効性を評価した。主にヨーロッパと北アメリカから，合計

21 件の文献を取り上げた。Cronbach のα，性差の平均スコアの差，構成概念妥当性に基づく心

理測定特性が SPAI-C 尺度に対して強いことわかった。 女性は男性よりかなり高得点であり，

地理的差異は性差に関連する得点の差異に和らげる効果を示していた。 



 Pass ら(2012)によれば，児童の社会不安は一般的であり，その後の情緒的な障害や学業上の

障害が予測される。社会的不安のある母親の子どもは危機的状態にある。障害に対するそれぞ

れの脆さが児童で確認されることができるかどうかについて立証することが，重要である。学

校が始まる際の社会的挑戦に焦点化した人形劇(DP)の手順を用いて入学 2 か月前に，社会恐怖

の 62 人と心配性ではない母親 60 人とその 4.5 才の子どもの反応が比較された。DP 反応は，子

どもの 1 学期の終わりに不安・抑うつ兆候と社会的な心配についての教師の報告に関連して調

査された。14 ヶ月で評価された，早期の児童の行動上の抑制と愛着の役割についても考慮され

た。心配性ではない母親の子どもと比較して，社会恐怖の母親の子どもで学校の DP での不安

の否定的な反応がかなり起こりそうであった。否定的な DP は，教師が報告する不安・抑うつ

と社会的な心配の問題を予測した。児童の行動の抑制や愛着の影響はなかった。不安の危機に

ある児童の脆弱さは，人形劇の物語を用いて確認される。 

 

 4  school refusal に関する文献 

 2012 年の school refusal をキーワードに持つ文献 246 件のうち，関連の考えられる 11 件を取

り上げる。国別では，アメリカ合衆国が 8 件，英国が 1 件，オランダが 1 件，日本が 1 件をこ

こでは取り上げることとする。 

 Kearney と Spear(2012)によれば，登校拒否行動は，登校を拒否したり，まる 1 日間，学級に

居続けることの困難さに関連するものである。これらの人々を取り上げる教育者，臨床医，親，

その他の専門家に共通する枠組みを提供するために，登校拒否行動であるすべての若者を定義，

分類，評価し，治療処置する任意の方法を展開することに焦点を当てている。課題を抱えた長

期欠席のあらゆる生徒を含む登校拒否行動の定義が，最初に記述されている。登校拒否行動の

若者を分類，評価，治療処置する試みが次に記述され，登校拒否行動の主な機能を理解し，し

ばしば不登校行動に影響を与える主要な関連する機能を考察するという，二つの要に焦点を当

てている。アプローチの一つの要は登校拒否行動の主な機能あるいは長期欠席を強化し持続さ

せる要因に関するものである。登校拒否行動の若者の行動はまったく異質であり，そのような

行動に基づくこれらの人々に対する分類学は特に役立ってきていない。学校を欠席している理

由により，機能的モデルは若者を次のように組織する。(1)否定的な感情を引き起こす学校に基

づく刺激を回避すること(不安／抑うつ状態)，(2)嫌悪する社会的評価的な状況を回避すること，

(3)重要な他者からの注意を求めること，(4)校外での具体的な報酬を追求することの 4 点に登

校拒否を理論づけている。記述されている手順は，学校環境で完全にあるいは凝縮された形で

適応される。学校心理学者，教育相談カウンセラーやその他の関係者が，若者にトレーニング

する不安管理スキルを提供したり，結果戦略について親に推奨することができる。実際に，記

述された治療処置手順の多くは，学校に基づいた状況で管理されたとき，もっとも効果的であ

る。そのようにすることは，学校環境への子どものエクスポージャーを強化し，子どもの管理

を増やし，メンタルヘルスの専門家や学校当局のような多面的な専門家を必然的に治療処置に



巻き込むことになる。これらの正式な治療処置とは別に，最前線の学校当局は，子どもの登校

を強化するために，その他の実践に関わることになる。Kearney らは最前線のアプローチの多

くを検討し，その概要を示している。 

 Gosch ら(2012)は，不安障害が若者により体験される最も一般的なメンタルヘルスの問題で

あるが，しばしば，教職員の注意を引きつける注意欠陥多動性障害（ADHD）のような破壊的

な外在化する若者の問題であるとしている。これらの問題の否定的な結果に関する誤解，診断

基準についての不慣れ，内在化した兆候を認識することの困難さにより，不安障害の若者は見

落とされるかも知れない。疫学的研究から若者では 12%から 20%の間の有病率であり，不安障

害で 10 人に 1 人が苦しんでいることが分かり，大部分の教職員は驚かされている。治療処置を

されないままにすると，これらの障害は，社会的情緒的な発達に対して長期間にわたる影響を

与える傾向がある。若者の不安障害に伴う否定的な結果には，学力の過小達成，不完全雇用，

薬物乱用，低水準の社会的支援，その他の精神医学的障害を伴う高い合併症が含まれる。更に

エビデンスから，これらの障害が慢性のコースをたどり，しばしば成人期にまで持続すること

が示唆されている。不安障害に対してリスクのある子どもたちを特定し治療介入する教職員に

情報を提供することを目的にしてこの章を記載している。 

 Mennuti ら(2012)によると，学校，そして教職員は，児童青年の認知，行動，情緒，社会，

人との関わりの上で，重要な役割を演じている。 生徒の年齢，発達段階と，現れている問題に

基づいた効果的で特定の治療介入に対する個別の計画について戦略的に考えることを，教育環

境での認知行動療法第 2 版では示している。教育環境での認知行動治療介入において，最高水

準の技術を代表する，将来を見通した，専門家によって書かれた，学校で一般的に見られる様

々な問題に対して，エビデンスに基づく治療介入を提示している。革新的で確立したアプロー

チを含み，学齢に達した児童青年が直面する様々な問題とその関連したことに対し，評価方法

と治療介入を提供している。理論的，臨床的関連と同様に，ケース研究とセッションのアウト

ラインの使用は，臨床医と学生に対するリファレンスとして，価値を高めている。 ネットいじ

め，親と学校との協議，学校全体での明確な行動のサポートと双極性障害に関する話題が，第

2 版では新しいものとして加えられている。 

 Magagna(2012)によると，無口な子どもとの言葉によらないコミュニケーションは，親と専

門家がコミュニケーションを受け取る誰かに依存することの子どもの困難さを共感的に理解さ

せるものである。母親に合図を送り，母親から合図を受け取る上での子どもの困難さ，ひとた

び話すことの能力が発達するならば他の人に対し心の状態を伝える方法のように言葉を使い続

ける上での子どもの困難さ，別々の人として言葉を発達させる上での子どもの困難さを取り上

げている。他の人に依存することの子どもの困難さは，目下の，そして次につながる世代の家

族との関係により影響される介護者とその他の家族のメンバーの質により影響される。 

 Campo(2012)によると，一般に機能的身体症状(FSS)と呼ばれる医学的に不可解な肉体での

症状は，小児医学の状況では普通に見られ，苦しみ，障害，医学的援助を求めることに関連し



ている。生涯にわたる不安や抑うつ症状および障害を伴う小児 FSS の関係を概観している。児

童，青年の地域に根ざした臨床例で，不安と抑うつ症状と障害のある FSS の横断的，縦断的関

係を調査している統制研究の概観と批評を行う。その結果，FSS は児童期と青年期での不安と

抑うつ症状，そして障害と一貫して横断的に関わり，関連する不安と抑うつ状態の可能性は，

報告される FSS の数とともに増加している。人生の早い時期での一つ以上の FSS の存在は，後

年の多面的な FSS や不安と抑うつ状態の症状の可能性を増加し，児童期の不安や抑うつ状態の

症状と障害は多面的な連続する FSS と関連する。生涯にわたる FSS，不安，抑うつ状態の強い

関連は，既存の疾病分類学を再考させ，徴候学的な関係を再概念化する必要がある。FSS，不

安と抑うつ状態，そして障害の大規模な人口に基づく縦断研究が，様々な徴候と状況の現世の

関係を樹立するために必要である。 

 Graff と Karsten(2012)によると，発達障害のある人々と共に活動する専門家は強化因子を組

織的に識別する方法を用いることから利得が得られるが，実践家の知識と刺激選択評価の使用

(SPA)はほとんど調査されてきていない。適応された行動分析の領域の内外にいる発達障害の

人々にかかわる専門家の SPA の気づきと実行を評価することを目的に研究を行っている。406

人が調査に応じ，246 人の回答者は直接 Email で入力し，160 人の回答者はインターネット配信

を利用した。適応された行動分析，心理学，特別支援教育のようなすべての訓練にかかわった

回答者の 60%は，刺激選択評価の用語の知識を報告している。直接観察と行動尺度を含む評価

のような SPA の少なくとも一つの直接的方法を用いて，行動分析のほぼ 90％が報告されてい

る一方で，通常の規準での評価を構成する障害として，知識不足(18.6%)と時間不足(81.4%)を

多くは報告している。(1)行動の分析家，教育者，その他の支援者での強化因子識別法の気づき

と許容に対する必要性と，(2)発達障害のある人々の教育と治療処置での SPA 利用の規則性を

潜在的に増加させるための障害の特定の解決，という用語で調査の結果が論じられている。 

 Huberty(2012)によると，一般には成人の障害と考えられるが，不安と抑うつ状態は児童・青

年に広がっており，学業成績，社会的発達，長期にわたる成果に影響を与えている。これらは

取り扱うことも難しく，特に相前後して起こるときには診断用レーダーからも飛んでしまう傾

向がある。若い人々で出現する，これらの複雑な障害を理解し，治療することに対して，児童

・青年の不安と抑うつ状態尺度が発達心理学的展望を提供している。生物学，遺伝学，社会構

造，家族のようなよく知られた発達上の関係に対する学校環境に加えて，不安障害，うつ病性

障害とその組み合わせの情緒的規則の重要な役割を分析することにより，研究と実践に対して

豊富な資源を提供する。正確な診断技術，適切な治療介入方法，経験的にしっかりとした予防

戦略が，受け入れやすい，臨床的に関連した範囲を与える。この尺度は，開業医，研究者，卒

業生，臨床児童心理学，メンタルヘルス，スクールカウンセリング，家族療法，精神医学，社

会福祉と教育に対する必須の参考書である。 

 Alexander-Passe(2012)は，school refusal にも関連するが，school phobia で取り扱う。 

 Nauta と Emmelkamp(2012)によると，分離不安障害(SAD)は，家から，あるいは子どもが愛



着を持っている人からの分離に関して，発達上の不適切で過度な不安により特徴づけられる。

さらわれたり，道に迷ったりするような，子どもたちに何か悪いことが起こるかもしれないと

恐れたり，事故や病気にかかったりするような何か悪いことが親に起こるかも知れないと恐れ

たりする。少なくとも 4 週間の間，社会的，学業上の，あるいはその他の重要な機能上の領域

で重篤な苦悩や障害を不安が引き起こし，発症は 18 歳以前でなければならない(APA,1994)。

SAD の子どもは，一人で家にいたり，友達の家で遊んだり，ベビーシッターの家にいたり，友

達や親戚の家に泊まることを避けるかも知れない。ホームシックはとても普通に見られること

である。さらに，SAD の子どもは離れているときにしばしば親に電話をかけたり，繰り返し安

心を求める。胃痛や頭痛のような身体症状を報告したり，親から離されることについて悪夢を

見るかも知れない。 

 Aruga ら(2012)によれば，学校不適応を予防するサポート法と戦略を展開するために高校生

の学校回避に関連する感情に関わる要因を特定することを目的に研究を行っている。長野県の

3 校の公立高校から合計 1,756 人の生徒が，研究に参加することに同意した。 人口統計学的な

詳細，生活環境，心理社会的要因に関連する情報と同様に，学校回避感情(FSA)尺度の質問に

応答した。有効回答が，1,178 人の生徒から得られた。FSA 尺度の 3 つすべての下位尺度の平

均得点は，学年が上がるにつれて増加した。階層的重回帰分析法では，生徒の年齢，何人家族

か，社会的サポートは予測因子から除外され，対人恐怖症傾向とソーシャルスキルは多重共線

性を回避するために別に分析された。対人恐怖症傾向が含まれると，生徒の学年，対人恐怖症

傾向，自尊心，級友によるサポートがすべての FSA の下位尺度に対して重要な予測因子であっ

た。ソーシャルスキルのレベルが対人恐怖症傾向の代わりに含まれたとき，分析は類似した結

果を与えたが，生徒のソーシャルスキルと未確認の不満が対人恐怖症傾向の代わりに選択され

た。高校生の間では，対人恐怖症傾向は，最も強く学校回避に関連した感情の一因となった。

学校不適応を防ぐために人間関係を改善するだけでなく，詳細に生徒の対人恐怖症傾向を理解

し，ソーシャルスキルと自尊心を進めるために効果的サポートを展開し，級友を作るのを援助

する必要性を暗示している。 

 Peters と Connolly(2012)によると，不安は，特に重要な成長と発達段階の児童期の間に，す

べての人間が体験する生来の感情である。治療処置戦略が，青年期に重要な機能障害と障害が

起きる不安障害に対して存在する。児童不安障害の精神薬理的な管理についての文献の現在の

概要を提供している。向精神薬薬物の潜在的副作用と複雑化を概観している。合併症を抱えた

患者の不安障害の治療処置が調査研究されている。治療処置コースと薬理的な推奨への影響に

ついても述べている。不安を増すことについて 10 才の男子を記述している臨床スケッチが，院

内および外来患者の治療処置と治療法の記述をしている。 

 Casoli-Reardon ら(2012)によると，無断欠席は生徒がまる一日あるいは一部分授業に参加す

ることを拒否することにより定義されるが，出席しなければならない日の欠席日数により，教

員や学校管理者に対して，ますますいらいらさせ複雑な問題となっている。問題を定める上で



州の間で均一性が欠如しているため，アメリカ合衆国での無断欠席の広がりに関する統計は存

在しないが，いくつかの州では 20％相当の高い率を示している(Zorn-Heilbrunn, 2007)。登校を

拒否している生徒の 2/3 が根底にある精神医学的疾患であることもデータが示している

(Bernstein & Garfinkel,1986)。これらの生徒に介入するには，慎重な診断評価，創造的援助活動

と持続が求められる。教師は診断をすることを期待されてはいないが，精神疾患の指標として

行動について知っていることは，効果的に学校が対応することを援助することができ，生徒に

必要なサポートを提供するチームを再結集することができる。学校回避の原因について述べ，

学校がどのようにこの問題に対処することができ，学校回避の問題を抱えた生徒を学校に戻す

方法を示している。 

 

 Ⅲ おわりに 

 2012 年の ERIC および PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS における不登校に関連すると考えら

れる研究では，単行本の形で出版され，その中での章が文献として取り上げられているものが

多く見られる。ここ数年の傾向として，特別支援教育で取り上げられている障害に関わる文献

が増加してきている。不安障害，社会恐怖，行為障害，ＡＤＨＤ，自閉症スペクトラムなどに

関する文献が多く見られているが，これらの重複障害，併発疾患についても取り上げられてい

ることも近年の特徴である。様々な場面での認知行動療法を活用したケースも多く見られる。

薬物やタバコの常用等の物質乱用と不登校の関連を取り上げている文献も見られるが，ここで

は取り上げなかった。 

 インターネットでの掲載が容易になり，引用文献，参考文献をあわせて掲載する文献が多く

なっている。文献を電子データとして保存をすることが普通となり，それぞれのキーワードに

関わる文献数が著しく増加してきていることも近年の特徴である。 

 2012年の ERICおよびDIALOGデータベースでの PSYCHOLOGICAL ABSTRACTSでは，2013

年 6 月現在で，school attendance に関する文献が 1,128 件，school dropouts に関する文献が 521 

件，school phobia に関する文献が 487 件，school refusal に関する文献は 246 件であった。2012

年の検索文献総数は 2,282 件であり，このうち 52 件について取り上げた。検索文献件数は，1997

年 101 件，1998 年 95 件，1999 年 118 件，2000 年 166 件，2001 年 289 件，2002 年 280 件，2003

年 371 件，2004 年 833 件，2005 年 935 件，2006 年 806 件，2007 年 1,225 件，2008 年 1,269 件，

2009 年 1,558 件，2010 年 1,647 件,2011 年 2,266 件，2012 年 2,282 件であり，文献数としては

2007 年から 1,000 件を超し，更に増加し続けている。2004 年以降の急激な増加が文献の電子化

の普及と関連があると考えられる。増減については今後も注目していきたい。 

 基礎研究としての ERIC および PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の文献を用いた世界の不登

校に関する研究の 1 年毎の概観は，22 年目となる。2002 年まで進めてきた ERIC の年毎の概観

が，検索方法が一度変更され，できなくなっていたことは残念であるが昨年より再度検索がで

きるようになった。PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の年毎の検索が可能であったので，基礎



研究を継続してきている。日本における登校に関連する問題，不登校に関連する問題は解決し

てきているとは考えられず，通常学級に在籍している児童生徒のコミュニケーション能力との

関連，更に特別支援教育との関連もあり，今後も 2000 年代の１年毎の概観のアプローチをして

いく必要があると考えている。 

 なお，2010 年の文献に関わる作業中に，東日本大震災が起こり，この文献分類作業には直接

的には関連はないが，2012 年のこれまでの検索キーワードに重ねての関連文献として東日本大

震災をキーワードとする文献は見られていない。 
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